
監査の結果により講じた措置について 

 

１ 監査対象部局 

文化スポーツ部 

２ 監査実施日 

令和６年１１月７日（木） 

３ 監査結果の通知日 

令和６年１１月２６日（火） 

４ 監査の実施期間 

令和６年１０月１１日（金）から同年１１月２６日（火）まで 

５ 措置に係る通知日 

市長から通知があった日 令和７年１月１５日（水） 

６ 監査の結果及び講じた措置の内容 

【生涯学習課】 

監査の結果 措置状況 

生涯学習課をはじめとして、文

化スポーツ部では、様々な知識や

技能などを持つ市民等の協力を得

て、市民の知識や教養、体力の向

上を図っているが、その際、協力

者に対する謝礼として商品券を渡

している場合がある。 

しかし、今回の定期監査におけ

る事情聴取では、その商品券を渡

す際、所得税の源泉徴収は行って

いないとの説明を受けた。 

所得税法（昭和４０年法律第３

３号。以下「法」という。）第２

０４条第１項第１号では、「講演

料並びにこれらに類するもので政

令で定める報酬又は料金」を支払

った源泉徴収義務者は、所得税の

過去の事務処理として、事業の

協力者に対し、報酬の性質を有し

ないお礼として商品券を渡してい

た。また、令和６年１０月２日に

国税相談専用ダイヤルに確認し

た際には、「ボランティアのよう

な形で従事し、交通費や材料費な

どの実費程度の金額の商品券を渡

している場合、報酬としての性質

を有しないのであれば、所得税法

の報酬としての取扱いとはならな

いと考える。」との回答があった。 

しかし、定期監査の指摘事項を

踏まえ、商品券による謝礼の支出

について平塚税務署に確認を行っ

たところ、実費程度の金額の商品

券を渡す場合でも、報酬の性質を



源泉徴収を行わなければならない

と規定し、また、同法施行令（昭

和４０年政令第９６号。以下「政

令」という。）第３２０条第１項

では、政令で定めるものとして「技

芸、スポーツその他これらに類す

るものの教授若しくは指導若しく

は知識の教授の報酬若しくは料

金」と規定している。 

また、国税庁のホームページ「タ

ックスアンサー」では、「金銭で

はなく、物品その他の経済的利益

で支払う場合も報酬・料金等に含

まれる。」とし、さらには、国税

相談専用ダイヤルの相談官から

は、「謝礼として渡した商品券の

全部又は一部は、協力者が実費負

担した経費の対価であったとして

も、領収書の提出を受けるなど、

立替払いとみなされる場合を除

き、報酬・料金等の性格を有する

ものであることに変わりはない。」

との回答を得ている。 

これらのことから、謝礼として

市民等に商品券を渡した場合にお

いて、その性質が法第２０４条第

１項第１号及び政令第３２０条第

１項に該当するものであるとき

は、その金額や算定の根拠に関わ

らず、所得税の源泉徴収を行わな

ければならないと思われるため、

過去の事務処理の正当性を再確認

し、必要な処置を取るとともに、

有する場合には所得税の源泉徴収

をする必要があるとの回答があっ

た。 

以上のことから、事業における

協力者へのお礼として渡した商品

券が所得税法上の「報酬の性質を

有する」かについての判断は難し

いため、今後の対応を検討した結

果、事業の協力者への謝礼につい

ては、報酬に該当するものとして、

現金で所得税の源泉徴収を行うこ

ととし、生涯学習課職員をはじめ

とした文化スポーツ部内全職員に

対して監査指摘事項を周知すると

ともに、適切な事務処理に努めて

いくことを確認した。 

また、今回の指摘を踏まえ、改

めて業務における法令遵守を徹底

するよう指導した。 

なお、本件における対応につい

ては、コンプライアンス推進委員

会への報告を行い、全庁的に注意

喚起を行っていくこととする。 



今後、適正な事務処理を行うこと

を求める。 

また、このことは、文化スポーツ

部以外の部局においても同様であ

り、速やかに全庁的な注意喚起を

行うことを求める。 

 

 

 


